
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

■ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

プランの実現を目指して、各種の取組を推進していく。次期計画の策定は２９年度となる。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 24,270 0

目標に対

する成果

の状況

策定懇話会委員及び関係機関、団体と連携し、第６期高齢者プランが策定された。

概　算

人件費

7,754

0 16,516 0

2.00

0

0 0 0 0

達成状況

Aの

財源

7,881

7,881 0 目標 成果

合計（A) 0 0 7,881 0

補正予算

合計 7,881 7,754 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度26年度26年度26年度 27年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

H25末

（実績）

Ｈ26
H27

目標
当初予算

委託

・委託先：介護保険・高齢者施策に専門的な知識を有

したシンクタンク(NPO法人SCOP）

・委託業務内容

　(1)次期計画策定に必要な資料収集、将来推計等

　(2)計画書やホームページ用図表作成等の支援

　(3)計画書印刷製本

6,946 6,944

（当初）

１．計画策定懇話会の開催 直接 ・懇話会委員15名、４回開催 935 810

○高齢者プランの策定

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算）

２．高齢者プラン策定支援

　業務委託

目指す姿

介護サービス基盤等の整備目標や取り組むべき高齢者福祉施策を定めた「長野県高齢者プラン」を策定し、高齢となっても住み慣れた地

域で安心して暮らし続けることができる社会を目指す。

現状 介護保険法及び老人福祉法に基づき、平成27年度から29年度までの計画（第６期プラン）を策定する必要がある。

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

介護保険法第118条、老人福祉法第20条の９

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針

県民との協働による実施： 検討中

　　１　高齢者福祉の推進 実施期間 H26

課・室 介護支援課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり
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